
（単位：千円）

分　類 事　項　名 特別職職員費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
義務 ( 61,036 ) ( 67,177 ) ( 61,373 )

61,036 67,177 61,373

１　特別職職員費 61,373

分　類 事　項　名 総務部関係職員費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
義務 ( 4,206,129 ) ( 4,428,522 ) ( 4,428,522 )

4,370,591 4,598,688 4,598,688

１　総務部関係職員費

2,326,937

1,751,571

175,230

344,950

　　　　　

分　類 事　項　名 職員児童手当費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
義務 ( 282,905 ) ( 266,510 ) ( 266,510 )

282,905 266,510 266,510

１　職員児童手当費 266,510

　　（４）消防防災職員費

　　（３）統計管理職員費

　　（２）税務行政職員費

　知事部局等職員に係る児童手当費

説　明

平成３０年度　当初予算額事項別一覧

説　明

　知事、副知事に係る給与費

説　明

　総務部関係職員及び３条定数職員（岡山県職員等定数条
例第３条に規定される派遣・長期研修職員等）に係る給与費
　　（１）総務管理職員費

　

　
 
     （　　）は一般財源
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（単位：千円）
平成３０年度　当初予算額事項別一覧

分　類 事　項　名 退職・時間外勤務手当費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
義務 ( 3,010,599 ) ( 3,421,694 ) ( 3,395,676 )

4,010,599 4,421,694 4,315,676

１　退職・時間外勤務手当費

3,028,006

1,287,670

分　類 事　項　名 地方公務員災害補償費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
義務 ( 51,358 ) ( 35,347 ) ( 35,347 )

51,358 35,347 35,347

１　地方公務員災害補償費

30,347

5,000

分　類 事　項　名 恩給・退職年金費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
義務 ( 27,553 ) ( 24,227 ) ( 24,227 )

27,553 24,227 24,227
　

１　恩給・退職年金費 24,227

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
人件費計 ( 7,639,580 ) ( 8,243,477 ) ( 8,211,655 )

8,804,042 9,413,643 9,301,821

　　（２）災害補償費

　　（２）時間外勤務手当

　地方公務員災害補償法に基づく災害補償基金負担金等

説　明

　　　　非常勤職員の公務災害補償費

　　（１）地方公務員災害補償基金負担金

　恩給法及び岡山県吏員恩給条例に基づく恩給及び扶助料

説　明

説　明

　知事部局職員に係るもの
　　（１）退職手当

　

　
 
     （　　）は一般財源
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（単位：千円）
平成３０年度　当初予算額事項別一覧

分　類 事　項　名 県債元金償還費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
義務 ( 87,467,495 ) ( 86,195,121 ) ( 86,195,121 )

95,496,334 92,202,482 92,202,482

１　県債元金償還費

　　（１）平成２８年度までの借入分 76,926,271

　　（２）平成２９、３０年度借換債分 3,952,711

　　（３）市場公募債減債基金積立金 11,323,500

分　類 事　項　名 県債利子償還費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
義務 ( 12,005,515 ) ( 10,722,679 ) ( 10,722,679 )

12,372,275 11,055,427 11,055,427

１　県債利子償還費

　　（１）平成２８年度までの県債借入分に係る利子 9,678,610

　　（２）平成２９年度の県債新規借入分に係る利子 1,127,037

　　（３）平成３０年度の県債新規借入分に係る利子 225,780

　　（４）一時借入金利子 24,000

分　類 事　項　名 県債取扱事務費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
義務 ( 320,650 ) ( 357,321 ) ( 357,321 )

320,650 357,321 357,321

１　県債取扱事務費 357,321

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
公債費計 ( 99,793,660 ) ( 97,275,121 ) ( 97,275,121 )

108,189,259 103,615,230 103,615,230

説　明

　県債の元金償還（公債管理特別会計へ繰出）に要する経費

　県債の償還・借入に係る手数料（公債管理特別会計へ繰
出）及び市場公募地方債発行に要する経費

説　明

　県債の利子償還等（公債管理特別会計へ繰出等）に要する
経費

説　明

　

　
 
     （　　）は一般財源
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（単位：千円）
平成３０年度　当初予算額事項別一覧

分　類 事　項　名 国庫支出金返納金

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
義務 ( 100 ) ( 100 ) ( 100 )

100 100 100

１　国庫支出金返納金 100

   

分　類 事　項　名 国有資産等所在市町村交付金

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
義務 ( 0 ) ( 0 ) ( 0 )

400,501 398,738 398,738

１　国有資産等所在市町村交付金

　　（１）県公舎分 74,320
　　（2）県営住宅分 162,546
　　（3）空港分 51,175
　　（4）港湾・漁港施設分 31,362
　　（5）その他貸付財産分 79,335

分　類 事　項　名 個人県民税徴収及び県税取扱費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
義務 ( 2,915,180 ) ( 2,916,248 ) ( 2,916,248 )

2,915,180 2,916,248 2,916,248

１　個人県民税徴収取扱費 2,913,520

２　県税取扱費 2,728
　県税の収納機関に対する取扱費

分　類 事　項　名 過年度過誤納還付・利子割還付金並びに還付加算金

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
義務 ( 1,521,000 ) ( 1,628,000 ) ( 1,628,000 )

1,521,100 1,628,100 1,628,100

１　過年度過誤納還付金及び還付加算金 1,628,000

２　利子割還付金 100

説　明

説　明

　個人県民税に係る徴収金を賦課徴収した市町村に対し交
付する徴収取扱費

　過年度に納付のあった県徴収金が過誤納になった場合の
還付金及び還付加算金

　県内に本店を有する法人から徴収した県民税利子割につ
いて、法人税割との二重課税を調整するための還付金

　国有資産等所在市町村交付金法に基づく、県営住宅・県公
舎等に係る固定資産税相当額の市町村交付金

　国からの委託統計調査の精算に係る返納金

説　明

説　明

　

　
 
     （　　）は一般財源
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（単位：千円）
平成３０年度　当初予算額事項別一覧

分　類 事　項　名 地方消費税徴収取扱費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
義務 ( 186,022 ) ( 204,538 ) ( 204,538 )

186,022 204,538 204,538

１　地方消費税徴収取扱費 204,538

分　類 事　項　名 地方消費税清算金

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
義務 ( 55,921,636 ) ( 57,085,437 ) ( 57,085,437 )

55,921,636 57,085,437 57,085,437

１　地方消費税清算金 57,085,437

分　類 事　項　名 利子割市町村交付金

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
義務 ( 375,612 ) ( 563,421 ) ( 563,421 )

375,612 563,421 563,421

１　利子割市町村交付金 563,421
　県民税利子割に係る市町村交付金
　（〔収入額－控除還付額－他県への精算金＋他県からの精算金〕×59.4％相当額）
　　 
　　　　       　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

分　類 事　項　名 配当割市町村交付金

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
義務 ( 1,721,735 ) ( 1,337,124 ) ( 1,337,124 )

1,721,735 1,337,124 1,337,124

１　配当割市町村交付金 1,337,124
　県民税配当割に係る市町村交付金
　（収入額の59.4％相当額）

　地方消費税について、都道府県ごとの消費に相当する額に
応じて最終消費地に税収を帰属させるために調整を行う清算
金

説　明

説　明

　国の地方消費税賦課徴収事務に対する取扱手数料

説　明

説　明

　

　
 
     （　　）は一般財源
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（単位：千円）
平成３０年度　当初予算額事項別一覧

分　類 事　項　名 株式等譲渡所得割市町村交付金

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
義務 ( 911,178 ) ( 906,436 ) ( 906,436 )

911,178 906,436 906,436

１　株式等譲渡所得割市町村交付金 906,436
　県民税株式等譲渡所得割に係る市町村交付金
　（収入額の59.4％相当額）

分　類 事　項　名 地方消費税市町村交付金

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
義務 ( 34,288,203 ) ( 35,103,611 ) ( 35,103,611 )

34,288,203 35,103,611 35,103,611

１　地方消費税市町村交付金 35,103,611
　地方消費税に係る市町村交付金
　（〔収入額－徴収取扱費－他県への清算金＋他県からの清算金〕×1/2）

　　 

分　類 事　項　名 ゴルフ場利用税市町村交付金

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
義務 ( 478,297 ) ( 445,466 ) ( 445,466 )

478,297 445,466 445,466

１　ゴルフ場利用税市町村交付金 445,466
　ゴルフ場利用税に係る市町村交付金
　（収入額の7/10相当額）

分　類 事　項　名 自動車取得税市町村交付金

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
義務 ( 1,681,597 ) ( 2,118,283 ) ( 2,118,283 )

1,681,597 2,118,283 2,118,283

１　自動車取得税市町村交付金 2,118,283
　自動車取得税に係る市町村交付金
　（収入額の66.5％相当額：全市町村）
　（収入額の28.5％相当額にその年の交付率を乗じた額：政令指定都市）
　  

説　明

説　明

説　明

説　明

　

　
 
     （　　）は一般財源
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（単位：千円）
平成３０年度　当初予算額事項別一覧

分　類 事　項　名 軽油引取税市町村交付金

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
義務 ( 5,090,354 ) ( 5,559,089 ) ( 5,559,089 )

5,090,354 5,559,089 5,559,089

１　軽油引取税市町村交付金 5,559,089
　軽油引取税に係る政令指定都市交付金
　（収入額の90％にその年の交付率（0.326）を乗じた額：政令指定都市）
　　

分　類 事　項　名 利子割精算金

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
義務 ( 100 ) ( 100 ) ( 100 )

100 100 100

１　利子割精算金 100

分　類 事　項　名 産業廃棄物処理税市町村交付金

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
義務 ( 118,128 ) ( 127,728 ) ( 127,728 )

118,128 127,728 127,728

１　産業廃棄物処理税市町村交付金 127,728
  産業廃棄物処理税に係る市町村交付金
　（保健所設置市に対し、収入額の46.5％相当額を交付）

分　類 事　項　名 個人県民税所得割交付金

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
義務 ( 12,804,616 ) ( 1,983,562 ) ( 1,983,562 )

12,804,616 1,983,562 1,983,562

１　個人県民税所得割交付金 1,983,562

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
その他計 ( 118,013,758 ) ( 109,979,143 ) ( 109,979,143 )

118,414,359 110,377,981 110,377,981
前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額

( 225,446,998 ) ( 215,497,741 ) ( 215,465,919 )
235,407,660 223,406,854 223,295,032

　政令指定都市への県費負担教職員の給与負担事務の移
譲に伴う交付金

６月以降：個人県民税所得割のうち退職所得に係る分離課税分の
              1/2相当収入額を交付

説　明

説　明

説　明

５月まで：個人県民税所得割の税率４％のうちの２％相当収入額を交付

　県内に支店等を有する法人から徴収した県民税利子割を、
本店所在地都道府県に支払う精算金

義務的
経　 費

計

説　明

　

　
 
     （　　）は一般財源
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（単位：千円）
平成３０年度　当初予算額事項別一覧

分　類 事　項　名 危機管理行政運営費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
一般 ( 18,010 ) ( 23,571 ) ( 23,571 )

18,010 23,571 23,571

１　災害対策費 23,571

分　類 事　項　名 防災行政無線保守管理費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
一般 ( 182,593 ) ( 182,250 ) ( 182,250 )

203,893 199,525 199,525

１　防災行政無線保守管理費

　　（１）防災行政無線管理費 150,103

　　（２）震度情報システム保守管理費 12,754

　　（３）総合防災情報システム保守管理費 33,806

　　（４）Ｊアラート保守管理費 2,862

分　類 事　項　名 消防行政運営費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
一般 ( 74,379 ) ( 94,310 ) ( 94,310 )

109,957 129,889 129,889

１　消防関係規制費 35,579

２　市町村消防指導費 6,514

３　消防学校運営費 87,796

　・屋外訓練場舗装

　危険物取扱者保安講習及び免状交付、消防設備士法定講
習及び免状交付等に要する経費

　防災行政無線等の保守管理運用業務に要する経費

　消防関係法令に基づく市町村指導、消防操法訓練大会の
開催等に要する経費

　岡山県防災会議の運営、岡山県地域防災計画に基づく災
害予防等に要する経費

　消防学校の管理運営等に要する経費

説　明

説　明

説　明

　

　
 
     （　　）は一般財源

- 10 -



（単位：千円）
平成３０年度　当初予算額事項別一覧

分　類 事　項　名 保安行政運営費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
一般 ( 6,113 ) ( 3,515 ) ( 3,515 )

20,055 20,055 20,055

１　保安行政事務費 13,669

２　コンビナート防災事務費 6,386

分　類 事　項　名 消防防災ヘリコプター運営費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
一般 ( 489,771 ) ( 202,671 ) ( 202,671 )

489,891 203,343 203,343

１　消防防災ヘリコプター運営費

80,004
　　　　
　　（2）ヘリコプター運航委託費 115,046

　　（3）消防防災航空センター管理運営費 8,293

分　類 事　項　名 私学振興事務費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
一般 ( 2,096 ) ( 1,866 ) ( 1,866 )

2,096 1,866 1,866

１　私学振興事務費 1,866

分　類 事　項　名 一般広報費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
一般 ( 3,290 ) ( 3,290 ) ( 3,290 )

3,290 3,290 3,290

１　一般広報費 3,290
　公聴広報事業の推進に要する経費

　　（1）ヘリコプター運航経費（燃料、予備部品、航空保険等）

　石油コンビナート等防災本部の運営等に要する経費

　私立学校審議会の運営等私学行政の推進に要する経費

　消防防災ヘリコプターの運航及び消防防災活動に必要な
資機材の整備等に要する経費

　高圧ガス保安法、火薬類取締法等の諸法令に基づく許認
可・検査指導等に要する経費

説　明

説　明

説　明

説　明
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（単位：千円）
平成３０年度　当初予算額事項別一覧

分　類 事　項　名 政策推進費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
一般 ( 35,583 ) ( 34,221 ) ( 34,221 )

35,583 34,221 34,221

１　政策推進費 24,777
　県政の推進に要する経費

２　全国知事会分担金 9,444
　全国知事会の運営に要する分担金

分　類 事　項　名 統計普及費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
一般 ( 11,713 ) ( 11,890 ) ( 11,890 )

11,713 11,890 11,890

１　統計普及費 11,890

　　・発行刊行物 ・岡山のすがた
・１０１の指標からみた岡山県

分　類 事　項　名 県立記録資料館運営費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
一般 ( 75,862 ) ( 75,946 ) ( 75,946 )

75,969 76,053 76,053

１　県立記録資料館運営費 46,389

２　ＰＦＩ事業費 29,664

分　類 事　項　名 総務行政運営費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
一般 ( 57,337 ) ( 66,848 ) ( 66,848 )

57,412 66,923 66,923

１　総務行政運営費 65,676

２　公益認定等委員会費 1,247

　統計業務の研修・指導及び刊行物の発行等に要する経費

　県立記録資料館の管理運営に要する経費

　岡山県公益認定等委員会の運営に要する経費

　総務行政の推進に要する経費

　民間資金等の活用による公共施設等の整備等の促進に関
する法律に基づき整備した施設の維持管理等に要する経費

説　明

説　明

説　明

説　明

　

　
 
     （　　）は一般財源
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（単位：千円）
平成３０年度　当初予算額事項別一覧

分　類 事　項　名 法制事務費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
一般 ( 21,121 ) ( 19,121 ) ( 19,121 )

21,121 19,121 19,121

１　法制事務費 19,121

分　類 事　項　名 文書事務費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
一般 ( 21,198 ) ( 21,201 ) ( 21,201 )

21,198 21,201 21,201

１　文書事務費 21,201

分　類 事　項　名 人事行政運営費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
一般 ( 352,581 ) ( 349,346 ) ( 349,346 )

352,581 349,346 349,346

１　人事管理費 302,838

２　職員能力開発費 46,508

分　類 事　項　名 職員トータルヘルスプラン推進費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
一般 ( 95,296 ) ( 96,359 ) ( 96,359 )

95,296 96,359 96,359

１　職員福利厚生費 16,134

２　職員衛生管理費 80,225
　職員健康診断の実施に要する経費

　各種法制事務及び県を当事者とする訴訟に要する経費

　文書の収受、整理及び情報公開の推進等に要する経費

　各種人事管理及び臨時的任用職員の雇用等に要する経費

　職員の研修実施等に要する経費

　保健師等による職員相談及び労働安全衛生の推進等に要
する経費

説　明

説　明

説　明

説　明

　

　
 
     （　　）は一般財源
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（単位：千円）
平成３０年度　当初予算額事項別一覧

分　類 事　項　名 外部監査費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
一般 ( 12,661 ) ( 12,661 ) ( 12,661 )

12,661 12,661 12,661

１　外部監査費 12,661

分　類 事　項　名 行財政改革推進対策費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
一般 ( 1,893 ) ( 1,893 ) ( 1,893 )

1,893 1,893 1,893

１　行財政改革推進対策費 1,893

分　類 事　項　名 財政運営費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
一般 ( 55,549 ) ( 54,003 ) ( 54,003 )

55,968 54,422 54,422

１　財政運営費 54,422

　・税外債権整理回収事業 25,022

分　類 事　項　名 県有財産管理処分費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
一般 ( 5,225 ) ( 3,189 ) ( 3,189 )

59,304 57,268 57,268

１　公舎等管理費 17,479

２　公有財産管理費 39,789
　県有財産の管理又は未利用県有地の処分等に要する経費

　予算編成等に要する経費

　外部監査の実施に要する経費

　県公舎等の維持管理に要する経費

　行財政改革の推進に要する経費

説　明

説　明

説　明

説　明

　

　
 
     （　　）は一般財源
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（単位：千円）
平成３０年度　当初予算額事項別一覧

分　類 事　項　名 県庁舎維持管理費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
一般 ( 436,339 ) ( 440,359 ) ( 440,359 )

473,341 477,360 477,360

１　県庁舎維持管理費 477,360

分　類 事　項　名 庁舎等整備費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
一般 ( 20,758 ) ( 983 ) ( 983 )

28,316 8,541 8,541

１　県庁舎整備費 983

２　県公舎整備費 7,558
　県公舎の整備に要する経費

分　類 事　項　名 税務行政運営費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
一般 ( 52,589 ) ( 53,236 ) ( 53,236 )

52,589 53,236 53,236

１　税務行政運営費 29,526
　税務行政の推進に要する経費

２　岡山県収入証紙等特別会計繰出金 23,710

分　類 事　項　名 県税賦課徴収費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
一般 ( 419,883 ) ( 424,794 ) ( 424,794 )

419,883 424,794 424,794

１　県税賦課徴収費 387,235

２　滞納対策強化費 11,424

３　滞納整理推進機構運営費 10,130

４　ふるさと納税普及推進事業費 16,005

　県庁舎の整備に要する経費

　県税の賦課徴収及びこれに係る申告書、納付書の印刷・発
送等に要する経費

　県民局税務部の滞納対策に要する経費

　滞納整理推進機構の滞納対策に要する経費

　県庁舎及び分庁舎等の光熱水費等維持管理及び電話交
換施設等各種設備の保守管理に要する経費

説　明

説　明

　証紙代金収納計器による自動車税・自動車取得税の徴収
経費に係る繰出金

説　明

説　明

　寄附者への返礼品等に要する経費
　

　
 
     （　　）は一般財源
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（単位：千円）
平成３０年度　当初予算額事項別一覧

分　類 事　項　名 税務システム運営費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
一般 ( 223,201 ) ( 364,091 ) ( 364,091 )

223,201 364,091 364,091

１　税務システム運営費

　　（１）税務システム運用保守経費 133,500
　　　　
　　（２）税務システム改修経費 230,591
　　　　・車体課税見直し対応経費
　　　　・自動車二税身体障害者等課税免除見直し対応経費

分　類 事　項　名 東京事務所運営費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
一般 ( 37,517 ) ( 37,249 ) ( 37,249 )

40,862 40,862 40,862

１　東京事務所運営費 40,862

分　類 事　項　名 予備費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
一般 ( 200,000 ) ( 200,000 ) ( 200,000 )

200,000 200,000 200,000

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
運営費計 ( 2,912,558 ) ( 2,778,863 ) ( 2,778,863 )

3,086,083 2,951,781 2,951,781

　税務システムの運用・保守・改修に要する経費

　東京事務所の管理運営及び中央省庁等との行政連絡、折
衝等に要する経費

説　明

説　明

説　明

　

　
 
     （　　）は一般財源
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（単位：千円）
平成３０年度　当初予算額事項別一覧

分　類 事　項　名 防災対策事業費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
一般 ( 50,326 ) ( 49,547 ) ( 49,547 )

68,126 211,047 211,047

１　防災対策事業 5,345

　・水害等特別防災訓練、総合防災訓練、図上防災訓練：各１回実施
　・自主防災組織等に対する防災研修・訓練：随時実施

２　地域防災・危機管理力アップ事業 3,977
　県民局・市町村職員を対象にした図上演習の実施に要する経費
　・防災・危機管理初任者研修：本庁４回，各県民局毎に１回実施
　・防災シミュレーション訓練：県民局毎に１回実施

３　地域防災力強化推進事業 12,000
　自主防災組織の育成等地域防災力強化のために要する経費
　・補助対象事業者　市町村（岡山市を除く）
　　自主防災組織等への防災活動支援事業（1/2補助）

４　災害備蓄品整備事業 2,405
　災害応急対応のための備蓄品の購入等に要する経費

５　南海トラフ地震対策公的備蓄整備事業 21,325
　南海トラフ地震に備え県が備蓄する物資の購入に要する経費
　・アルファ米、排便収納袋の購入等

【重点事業】
６　支援物資物流体制強化推進事業【拡充】 165,995

　・支援物資物流等業務支援システムの構築

分　類 事　項　名 防災情報ネットワーク高度化事業費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
一般 ( 244 ) ( 280 ) ( 280 )

104,944 120,880 120,880

　【重点事業】
１　通信機能強靱化事業【拡充】 120,880
　大規模災害発生時に国等との通信を確保するため、非常
用発電機の機能強化に要する経費

説　明

　地震・風水害等の災害に備えた訓練の実施及び防災対策
等に要する経費

　大規模災害時に被災者のニーズを迅速に把握し、支援物
資を円滑かつ確実に避難所等に輸送するための体制強化に
要する経費

・Ｈ30　非常用発電機更新（竹山・種松山中継局、美作県民
局、東備地域事務所、井笠地域事務所、宇野港管理事務
所、水島港湾事務所）

説　明

　

　
 
     （　　）は一般財源
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（単位：千円）
平成３０年度　当初予算額事項別一覧

分　類 事　項　名 消防防災活動支援事業費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
一般 ( 2,887 ) ( 2,887 ) ( 2,887 )

2,887 2,887 2,887

１　消防防災活動支援事業費 2,887

分　類 事　項　名 救急隊員教育訓練事業費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
一般 ( 14,963 ) ( 14,963 ) ( 14,963 )

19,067 19,067 19,067

１　救急振興財団負担金 9,300
　救急救命士の養成を行う(一財)救急振興財団への負担金
　・平成30年度 救急隊員派遣見込数：21名

２　救急業務高度化推進事業 1,088

３　救急救命率向上促進事業 465

４　救急救命士病院実習受入促進事業 8,214

　（1,369千円×6病院）

分　類 事　項　名 コンビナート防災資機材センター整備費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
一般 ( 0 ) ( 0 ) ( 0 )

14,038 5,444 5,444

１　コンビナート防災資機材センター整備費 5,444

　・泡消火剤購入

説　明

説　明

　救急救命士による気管内チューブ挿入による気道確保の実
施に必要な講習・実習を行う病院に対する助成に要する経費

　救急業務高度化に係る岡山県メディカルコントロール協議
会ワーキンググループ開催に要する経費

　救急救命士によるビデオ硬性挿管用喉頭鏡を用いた気管
内チューブによる気道確保の実施に必要な講習に要する経
費

　コンビナート災害等に備え、防災資機材を整備するために
要する経費

　地域防災力の中核となる消防団の組織及び環境整備に資
するため、(一財)岡山県消防協会が行う事業に対して補助を
行い、消防団組織の活性化及び充実強化を図るための経費
（1/2補助）

説　明

　

　
 
     （　　）は一般財源
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（単位：千円）
平成３０年度　当初予算額事項別一覧

分　類 事　項　名 消防学校訓練施設機能強化費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
一般 ( 0 ) ( 14,640 ) ( 14,640 )

0 57,640 57,640

【重点事業】
１　実践的訓練施設整備費【新】 57,640

分　類 事　項　名 県庁舎耐震化整備事業費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
一般 ( 17,100 ) ( 0 ) ( 0 )

34,200 0 0

１　県庁舎耐震化整備事業費

　実際の火災と同様の熱気と煙を発生することができる実
火災体験型訓練施設（ホットトレーニング）を整備するため
に要する経費

　県庁本庁舎（本館）及び議会棟（旧館）の耐震化等に要
する経費

投資的経費に変更

説　明

説　明

　

　
 
     （　　）は一般財源
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（単位：千円）
平成３０年度　当初予算額事項別一覧

分　類 事　項　名 私学助成費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
一般 ( 6,647,925 ) ( 6,677,200 ) ( 6,707,846 )

10,937,626 11,175,465 11,206,111

１　私立学校経常費補助金 6,767,036

5,056,408
　　高等学校（広域以外の通信制）（1校） 8,440
　　中等教育学校（1校） 　　 111,040

717,695
241,456
629,897

   【重点事業】
　・私立幼稚園教員の人材確保支援【新】 2,100

２　私立学校教育改革等推進補助金 150,476

３　日本私立学校振興・共済事業団補助金 74,331
　私立学校教職員の長期給付掛金率の軽減を図るための補助金

４　私立学校等人権教育指導補助金 9,882

５　岡山県専修学校各種学校振興会補助金 760

　【重点事業】
６　岡山県私学振興財団補助金【拡充】 167,214

７　私立専修学校設備整備費等補助金 19,000

８　私立高等学校特色教育施設設備整備費補助金 10,000

９　私立高等学校通信教育振興奨励費補助金 325

10　私立学校耐震化促進事業補助金 85,400

　　・耐震診断（補助率2/3） 20,000
　　・耐震補強工事・耐震改築工事（補助率1/6） 65,400

11　私立高等学校等修学支援事業 3,639,085
 　(1) 高等学校等就学支援金等 3,083,147
　　就学支援金に要する経費
 　(2) 私立高等学校納付金減免補助金 310,543
　　授業料等の納付金減免額の助成に要する経費
　【重点事業】
 　(3) 奨学のための給付金【拡充】 245,395
　　低所得世帯に対する奨学に要する経費

12　幼児教育支援事業補助金 278,882

　【重点事業】
13　私立高校生留学支援事業【拡充】 3,720
　私立高校生に対する留学費用の助成に要する経費

　特別教室の整備や特色教育推進のための機器備品の購入
を行う私立高等学校への補助金（補助率1/3）

　　中学校（9校）　　　　　　　

説　明

　　高等学校（23校）

　私立学校の教育条件の維持・向上、保護者の経済的負担
軽減等を図るための経常費補助金

　　幼稚園（17園）　          　

　特色ある教育活動や、社会の変化に対応した教育改革等
を推進する私立学校への補助金（定額補助）

　人権問題について理解と認識を深める教育を総合的に推
進する私立学校等への補助金（定額補助）

　岡山県専修学校各種学校振興会への補助金(定額補助）

　耐震診断及び耐震補強工事等に要する経費への補助金

　教育環境の充実のための設備整備等を行う私立専修学校
等への補助金（補助率1/2）

　私立幼稚園及び認定こども園の施設整備等に要する経費
への補助金

　　小学校（4校）　　         

　教職員退職金給付事業及び私立高校生等に対する奨
学金貸与事業への補助金

　私立高等学校通信制の勤労学生に教科書等を給与する学
校に対する補助金（補助率1/2）

　

　
 
     （　　）は一般財源
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（単位：千円）
平成３０年度　当初予算額事項別一覧

分　類 事　項　名 公立大学法人岡山県立大学運営費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
一般 ( 2,035,207 ) ( 1,997,888 ) ( 1,997,888 )

2,035,207 1,997,888 1,997,888

１　運営費交付金 1,997,517

２　評価委員会運営費 371

分　類 事　項　名 県税手続電子化事業費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
一般 ( 28,478 ) ( 28,689 ) ( 28,689 )

28,478 28,689 28,689

１　地方税電子申告事業 28,689

分　類 事　項　名 広域連携等推進事業費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
一般 ( 4,541 ) ( 3,941 ) ( 3,941 )

6,035 5,435 5,435

１　おかやま創生広域連携推進事業 5,435

説　明

　新たな広域連携の先進事例となり得る政策・事業について、
実現可能な事業をモデル事業として実施するために要する
経費

　公立大学法人の運営に要する交付金

　地方税電子化協議会負担金等、電子申告システムの運用
等に要する経費

説　明

説　明

　公立大学法人の業務の実績評価等を行うための評価委員
会の運営に要する経費

　

　
 
     （　　）は一般財源
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（単位：千円）
平成３０年度　当初予算額事項別一覧

分　類 事　項　名 自衛官募集費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
一般 ( 0 ) ( 0 ) ( 0 )

184 184 184

１　自衛官募集費 184

分　類 事　項　名 原子力防災対策費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
一般 ( 0 ) ( 0 ) ( 0 )

49,049 54,032 54,032

１　原子力防災対策費 54,032

分　類 事　項　名 国民保護対策事業費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
一般 ( 1,344 ) ( 1,280 ) ( 1,280 )

1,344 3,526 3,526

１　国民保護対策事業費 3,526

説　明

　自衛官募集に関する事務の一部を行うために要する経費

説　明

　原子力災害に備えた防災訓練等の実施に要する経費

説　明

　岡山県国民保護協議会の運営や、県・市町村職員の研修
等国民保護措置の体制強化及び国民保護訓練（図上）の実
施に要する経費

　

　
 
     （　　）は一般財源
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（単位：千円）
平成３０年度　当初予算額事項別一覧

分　類 事　項　名 公聴広報活動推進費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
一般 ( 174,798 ) ( 159,098 ) ( 159,098 )

174,887 186,157 186,157

１　公聴活動費 407

２　広報活動費 113,713

　【重点事業】
　・動画を活用した若者への効果的な県政広報の発信事業【新】 6,688

３　情報発信推進費 72,037

　【重点事業】
　・首都圏情報発信力強化事業【新】 38,085

分　類 事　項　名 晴れの国おかやま生き活きプラン推進事業費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
一般 ( 27,493 ) ( 41,681 ) ( 41,681 )

37,493 69,181 69,181

１　晴れの国おかやま生き活きプラン推進事業費 3,504

２　総合政策企画・推進事業費 6,588

３　地域課題解決支援プロジェクト 59,089

説　明

　県民満足度調査等の実施に要する経費

　部局横断的な新たな課題等に対する機動的な対応方針の
検討など、総合的な政策立案機能の充実を図るために要す
る経費

説　明

　新聞・テレビ・ラジオ・広報紙・動画による広報、県ホーム
ページの管理運営及び県政ＰＲ等に要する経費

　「晴れの国おかやま」のイメージアップ及び「おかやま晴れ
の国大使」、ポータルサイト等による情報発信に要する経費

　「知事と一緒に生き活きトーク」の開催及び「県政への提言」
の運営等に要する経費

　市町村の地域課題に対して、県と市町村が連携して具体的
な課題解決策と事業化モデルを開発するために要する経費

　

　
 
     （　　）は一般財源
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（単位：千円）
平成３０年度　当初予算額事項別一覧

分　類 事　項　名 委託統計調査費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
一般 ( 0 ) ( 0 ) ( 0 )

154,568 231,583 231,583

１　委託統計調査費 231,583

　・平成30年住宅・土地統計調査　他：17件実施予定

分　類 事　項　名 岡山県単独統計調査費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
一般 ( 1,504 ) ( 1,504 ) ( 1,504 )

1,938 2,047 2,047

１　岡山県単独統計調査費 2,047

　・毎月流動人口調査
　・鉱工業指数作成
　・県民経済計算　　等

分　類 事　項　名 岡山県三木記念顕彰事業費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
一般 ( 0 ) ( 0 ) ( 0 )

3,052 3,052 3,052

１　岡山県三木記念顕彰事業費 3,052

　国の統計結果で得られない県行政推進上必要な基礎資料
について、県単独で調査を行うための経費

説　明

説　明

　国の委託統計調査を実施するために要する経費

　三木記念賞助成事業に要する経費

説　明

　

　
 
     （　　）は一般財源
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（単位：千円）
平成３０年度　当初予算額事項別一覧

分　類 事　項　名 岡山県財政調整基金積立金

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
一般 ( 0 ) ( 0 ) ( 0 )

12,544 14,788 14,788

１　岡山県財政調整基金積立金 14,788

分　類 事　項　名 岡山県県債管理基金積立金

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
一般 ( 0 ) ( 0 ) ( 0 )

10,909 14,233 14,233

１　岡山県県債管理基金積立金 14,233

分　類 事　項　名 岡山県公共施設長寿命化等推進基金積立金

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
一般 ( 0 ) ( 0 ) ( 0 )

6,216 7,679 7,679

１　岡山県公共施設長寿命化等推進基金積立金 7,679

　

　岡山県公共施設長寿命化等推進基金条例に基づく運用益
積立金

説　明

　岡山県県債管理基金条例に基づく運用益積立金

　岡山県財政調整基金条例に基づく運用益積立金

説　明

説　明

　

　
 
     （　　）は一般財源
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（単位：千円）
平成３０年度　当初予算額事項別一覧

分　類 事　項　名 岡山県再生可能エネルギー等推進基金積立金

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
一般 ( 0 ) ( 0 ) ( 0 )

255,604 207,612 207,612

１　岡山県再生可能エネルギー等推進基金積立金 207,612

　

分　類 事　項　名 岡山県職員退職手当基金積立金

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
一般 ( 0 ) ( 0 ) ( 0 )

3,448 1,120 1,120

１　岡山県職員退職手当基金積立金 1,120

　

分　類 事　項　名 土地開発基金繰出金

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
一般 ( 0 ) ( 0 ) ( 0 )

1,777 742 742

１　土地開発基金繰出金 742

　岡山県再生可能エネルギー等推進基金条例に基づく企業
会計繰入金等の積立金

説　明

　岡山県土地開発基金条例に基づく運用益等の繰出に要す
る経費

説　明

　岡山県職員退職手当基金条例に基づく運用益積立金

説　明

　

　
 
     （　　）は一般財源
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（単位：千円）
平成３０年度　当初予算額事項別一覧

分　類 事　項　名 納税対策等補助金

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
一般 ( 467,592 ) ( 487,882 ) ( 487,882 )

467,592 487,882 487,882

１　軽油引取税報償金 472,564

（納期内・猶予内納入額の2.5%を交付）

２　産業廃棄物処理税報償金 11,438

（納期内・猶予内納入額の2.5%を交付）

３　ゴルフ場利用税報償金等 3,880

　・ゴルフ場利用税報償金 1,000
　・岡山県軽油引取税納税組合報償金 2,880

分　類 事　項　名 東京事務所事業費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
一般 ( 1,872 ) ( 1,872 ) ( 1,872 )

1,872 1,872 1,872

１　東京事務所事業費 1,872

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
事業費計 ( 9,476,274 ) ( 9,483,352 ) ( 9,513,998 )

14,433,085 14,910,132 14,940,778
前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額

( 12,388,832 ) ( 12,262,215 ) ( 12,292,861 )
17,519,168 17,861,913 17,892,559

　産業廃棄物処理税特別徴収制度の円滑な運用を図り、納
期限内納付を促進するための報償金

　適正な特別徴収義務の履行と、納税組合の組織活動を通
じて行う納税協力に対する報償金（定額交付）

　軽油引取税特別徴収制度の円滑な運用を図り、納期限内
納付を促進するための報償金

説　明

説　明

一般行政
経      費

計

　東京岡山県人会の開催に要する経費

　

　
 
     （　　）は一般財源
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（単位：千円）
平成３０年度　当初予算額事項別一覧

分　類 事　項　名 公共施設老朽化対策等事業費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
投資 ( 0 ) ( 0 ) ( 0 )

1,352,173 2,351,161 2,351,161

１　公共施設老朽化対策等事業費 2,351,161

【重点事業】
・　公共施設マネジメント推進事業【新】

1,280,597

分　類 事　項　名 県庁舎耐震化整備事業費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
投資 ( 0 ) ( 0 ) ( 0 )

0 86,956 86,956

【重点事業】
１　県庁舎耐震化整備事業費【継続】 86,956

　・県庁舎耐震化整備基本設計等

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
( 0 ) ( 0 ) ( 0 )

1,352,173 2,438,117 2,438,117
前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額

( 0 ) ( 0 ) ( 0 )
1,352,173 2,438,117 2,438,117

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
( 237,835,830 ) ( 227,759,956 ) ( 227,758,780 )

254,279,001 243,706,884 243,625,708

一般会計
計

投資的
経　 費

計

公共事
業等費

計

　老朽化した公共施設の修繕等に要する経費

　県庁本庁舎（本館）及び議会棟（旧館）の耐震化等に要する
経費

説　明

説　明

　平成２９年度に個別施設計画を策定した公共建築物の老
朽化対策に要する経費

　

　
 
     （　　）は一般財源
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（単位：千円）
平成３０年度　当初予算額事項別一覧

分　類 事　項　名 公共用地等取得費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
特 ( 0 ) ( 0 ) ( 0 )

200,000 200,000 200,000

【岡山県公共用地等取得事業特別会計】
１　公共用地等取得費 200,000

分　類 事　項　名 証紙代金収納計器管理費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
特 ( 0 ) ( 0 ) ( 0 )

3,003,884 2,278,176 2,278,176

【岡山県収入証紙等特別会計】
１　自動車税・自動車取得税繰出金 2,254,466

２　証紙代金収納計器管理費 23,710

　公共用地の先行取得に要する経費

　証紙代金収納計器による自動車税・自動車取得税の徴収
に係る収納計器取扱手数料等

　自動車税・自動車取得税の徴収及びその収納金の一般会
計への繰出に要する経費

説　明

説　明

　

　
 
     （　　）は一般財源
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（単位：千円）
平成３０年度　当初予算額事項別一覧

分　類 事　項　名 県債元金償還費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
特 ( 0 ) ( 0 ) ( 0 )

174,284,407 190,074,554 190,074,554

【岡山県公債管理特別会計】
１　県債元金償還費

　　（１）一般会計実施事業分 92,202,482

　　（２）特別会計実施事業分 5,476,072

　　（３）市場公募債満期分 9,990,000

　　（４）借換債分 82,406,000

分　類 事　項　名 県債利子償還費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
特 ( 0 ) ( 0 ) ( 0 )

12,894,306 11,490,533 11,490,533

【岡山県公債管理特別会計】
１　県債利子償還費

　　（１）一般会計実施事業分 11,031,427

　　（２）特別会計実施事業分 459,106

分　類 事　項　名 県債取扱事務費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
特 ( 0 ) ( 0 ) ( 0 )

321,523 357,900 357,900

【岡山県公債管理特別会計】
１　県債取扱事務費

　　（１）一般会計実施事業分 355,534

　　（２）特別会計実施事業分 2,366

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
( 0 ) ( 0 ) ( 0 )

190,704,120 204,401,163 204,401,163
前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額

( 237,835,830 ) ( 227,759,956 ) ( 227,758,780 )
444,983,121 448,108,047 448,026,871

　県債の償還及び借入に係る手数料（公営企業会計を除く）

　県債の元金償還（公営企業会計を除く）に要する経費

特別会計
計

　県債の利子償還（公営企業会計を除く）に要する経費

計

説　明

説　明

説　明

　

　
 
     （　　）は一般財源
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